
〜現状の共有と次の取り組みについて〜

日出生台米軍演習への
新しい火器 追加問題



昨年末、12月23日

九州防衛局が

突然、県庁を訪れた



米軍が追加したいと伝えてきた４種類の火器



「対装甲車両火器」

「分厚い鉄板を貫通する性能を確保するため、タン

グステンなどの高密度の金属材使用。

着弾時の衝撃で微細な粉末が広範囲に

飛散。一度地下水が汚染されれば、そ

の浄化には天文学的なコストと時間が

必要となり、事実上「回復不能」。



2006年 米国 タングステンによる水源汚染

（米国マサチューセッツ州 キャンプ・エドワーズ）

タングステンによる深刻な汚染。

       急激に地下水へと溶け出す危険性が判明。

米陸軍は使用を

全面的に停止

（回収）。



大
分
県
へ
の
要
請

1.使用する弾種・弾体材料（重金属等）の

正式照会と開示

2.「1996年以前と同質同量」との

説明の根拠となる訓練実態の確認

3.これらが確認・説明されるまでは

受け入れないよう要請
１月20日



【大分県への申入時の県の回答（2026.1.20）】

・現時点では未判断。防衛局の具体的説明待ち。

・判断軸は「縮小廃止につながるか」の一点

・環境・地下水・健康は “大前提”



今回も

1996年（および2007年小火器追加時）の

基準に“入るかどうか”を照合する



では

2007年の「小火器」追加時には

大分県は

どのような基準で受け入れたのか





•2日削減（協定枠の10日→8日に）

•しかも本年度の１回限り

引き換えに、小火器の恒久的追加

＜県が受け入れた条件＞



「（国が）

縮小につながる措置をすれば、

受け入れざるを得ない」

【知事の9月議会答弁】



では、「米軍演習の2日短縮」は

住民の「負担軽減」になるのか？





日出生台演習場周辺の砲撃音騒音状況

(2018年度~2024年 宇佐市、由布市、玖珠町、九重町）

年度 年間騒音発生回数（4地点平均）

2018年度 4812

2019年度 4274

2020年度 4008

2021年度 3976

2022年度 3456

2023年度 4039

2024年度 2428

７年平均 3999



この表に米軍訓練が

行われた年と

行われなかった年が

わかるようにしてみます



日出生台演習場周辺の砲撃音騒音状況

(2018年度~2024年 宇佐市、由布市、玖珠町、九重町）

年度 年間騒音発生回数（4地点平均）

2018年度 米軍演習なし 4812

2019年度 米軍演習８日 4274

2020年度 米軍演習なし 4008

2021年度 米軍演習なし 3976

2022年度 米軍演習10日 3456

2023年度 米軍演習なし 4039

2024年度 米軍演習７日 2428

7年平均 3999

年
間
の
騒
音
発
生
回
数
と

米
軍
演
習
の
有
無
・
日
数
増
減
は

関
連
が
な
い１番 多い

少ない方から２番目



米軍演習の日数調整（「２日削減」措置）が

「住民負担の軽減」につながると言う県の主

張は、事実誤認に基づく判断。

１年中、砲撃音にさらされている周辺住民の

実質的な「負担軽減」には関係ない。

【結論】



日出生台米軍演習 過去全16回の【訓練日数比較】

（1998年度〜2024年度）

総計

•日数分布：

  最頻値は「8日」

「10日」は2回だけ

射撃日数 回数

10日 2回（2009年, 2022年）

9日 2回（2003年, 2005年）

8日 9回

7日 2回（2017年, 2024年）

5日 1回（2010年）



つまり、わざわざ「2日削減（8日）」にしなくても

１６回中９回の訓練が「8日」だった。

【結論】



•「本年度」１回限りの話

•「2日削減」は住民負担の軽減にならない

• 元々、「8日」の年が一番多かった

県は「2日削減（8日）」を取引条件に

小火器訓練を恒久的に受け入れさせられたが、



ここで、再度、

1月20日の県への申し入れ時の

県側の気になった発言を確認



「小火器を受け入れた際に、小火器は、例えば、榴弾砲を一緒に

撃たない。総人数も車両数も変わらない。日数に関しては「次の

演習の時は射撃日数を減らす」と（国から）回答をいただきました。

それをもって、当時、知事も、いわゆる「訓練の拡大」にはあたら

ないと判断をして受け入れたものと承知しております。

なので、今回も、もしそういう形になれば、具体的に先ほど言った

どこが軽減に繋がるのか、いわゆる拡大じゃないってところを、

ちゃんとご説明いただけるっていうのが大前提と考えてます。」



2006年型詭弁が、

県の“思考テンプレート”として

現在も生きていることの自白



大分県は、前回と同様に防衛局が

一見「負担軽減」に見える提案をしてくれば

受け入れてしまう可能性が高い

【結論】



【では今後どうする？】

県に質問書を提出します
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